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  これまで女性の結婚年齢の高い職業は、専門・管理・事務職あるいは臨時・無職といっ
た異なる説明がなされてきた。先行研究の知見に対して、本研究では職業経歴に注目して

1920-1940年代コーホートと 1950-1960年代コーホートとでは結婚年齢分布の傾向が異なる
ことを明らかにした。中・高卒と短大・大卒に分けた職業経歴別結婚年齢分布から、25-29
歳で結婚する割合が高い短大・大卒は、初職から結婚時まで一貫して正社員と初職時正社

員で結婚時臨時・無職の 1930-1960 年代コーホート、初職から一貫して臨時・無職者の
1950-1960年代コーホートである。25-29歳で結婚する割合が高い中・高卒者は、初職から
結婚時まで一貫して正社員と初職時正社員で結婚時臨時・無職の 1950-1960 年代コーホー
トである。 

1950-1960年代コーホートの短大・大卒者一貫正社員は、結婚後も正社員を継続するため
に結婚を遅らせたと考えられる。また、中・高卒者と短大・大卒者の初職時正社員で結婚

時臨時・無職は初職が周辺的な仕事で、賃金が低く、雇用が不安定で、将来の見通しも少

ないため、よりよい仕事を求めて転職・退職し、結婚が遅くなったと考えられる。 
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１．課題設定 

 

  女性の晩婚化の要因として高学歴化、職業のホワイトカラー化、結婚・家族に対する意
識の変化などがあげられてきた（『出生動向基本調査』2004a など）。そのうち職業の面
においては、年齢層や就業状態によって結婚年齢が異なると指摘されてきた。未婚者の結

婚意欲を比較すると、30歳代前半までは正規就業者の結婚意欲が最も高いのに対して、30
歳代後半以降は非正規就業者の結婚意欲が高くなる（『出生動向基本調査』2004b）。また、
就業継続した場合と離職後に再就職したと仮定した場合の市場賃金の差を就業中断コスト

とすると、就業中断コストが大きいほど結婚していないことも明らかにされている（阿部 

1999）。女性の結婚年齢は、初職から結婚時に至るまでの職業経歴によって異なると考え
られる。 

 女性の職業経歴に関する研究はこれまで、結婚出産後の就業継続が主に議論されてきた。

女性にとって結婚後の就業は家庭生活や子育てなどの問題と深く関連している。未婚時は

親と同居していれば身の回りの世話を親にしてもらい、一人暮らしであれば自分のことは

自分で行い、自由に生活できる（宮本他 1997、山田 1999、北村 2004など）。未婚時



 

には家庭生活が直接就業に影響を及ぼすことはないが、結婚後は夫との家事・育児分担や

親の介護問題などが就業に影響を与える。結婚後の職業経歴に比べて未婚期の職業経歴は

充分に検討されてきたとは言い難い。 

 女性の未婚期の職業経歴が扱われなかった要因は、学卒後からの職業経歴を逐一網羅し

た調査がなされなかったことにある。調査票に初職や結婚時の職業がとりあげられても、

初職から結婚・出産、育児終了以後の長期間にわたる職業経歴を扱った研究は少ない。初

職から長期間にわたる職業経歴をたずねる調査の代表例である日本労働研究機構の調査や

SSM調査には、『職業と家庭生活に関する全国調査』（1995）や『女性の職業・キャリア
意識と就業行動に関する研究』（1997）、『女性のキャリア構造とその変化』（1998）な
どの研究があげられる。しかし、これらの研究においても未婚期の調査票の部分が充分に

活用されているとはいえない。 

  幅広い年齢層を対象に未婚期の職業経歴を扱った調査には、『第 12 回出生動向基本調
査』（2004a、2004b）や『家計・仕事・暮らしと女性の現在』（2003）などがある。『第
12 回出生動向基本調査』（2004b）は、初職と結婚時職をたずねている。また、『家計・
仕事・暮らしと女性の現在』（2003）は、1993年から 10年間（1959～69年生まれの女性）
と 1997年から６年間（1970～73年生まれの女性）を対象にしたパネル調査であり、10年
間あるいは６年間の職業経歴がわかる。しかし、これらの研究も未婚期の職業経歴を充分

に検討しているとは言い難い。 

 このような問題に対して、NFRJ-S01『戦後日本の家族の歩み』は日本全国の幅広い年齢
層の女性のみを対象に、初職から８回までの転職についてたずねている。NFRJ-S01は未婚
期、結婚時、結婚後の職業経歴を明らかにすることができる数少ない調査と考えられる。 

 本研究では、NFRJ-S01『戦後日本の家族の歩み』の調査結果を用いて、未婚期の職業経
歴と結婚年齢との関係を検討する。 

 

２．先行研究の検討 

 

  女性の未婚期の職業と結婚年齢との関係は SSM調査データや『出生動向基本調査』デー
タなどをもとに検討されてきた。1985年の SSM女性調査データを用いた渡辺・近藤（1990）
は、結婚時の職業が専門・管理及び事務・販売の者が晩婚であることを指摘した。『第 10
回出生動向基本調査（夫婦調査）』データを用いた渡邊（1993）は、結婚年数を 15年以内
に限定し、専門・管理職の平均初婚年齢が最も高いことを明らかにした。『第 11回出生動
向基本調査データ（夫婦調査）』を用いた岩澤（1998）は、年齢を 30～49歳に限定し、自
営業・家族従業と正規雇用の結婚年齢が高いことを示した。 

 『第 10回出生動向基本調査』の個票データ（未婚者と既婚者）を用いて結婚年齢と職業
との関係を検討した小島（1994）は、結婚前の職業が臨時・無職、自営業の場合に結婚年
齢を遅らせることを示した。金子・三田（2004）は、『第 12回出生動向基本調査』と過去
の『第 10回出生動向基本調査』、『第 11回出生動向基本調査』の各データを用いて、既
婚者の結婚時職と結婚年齢とを比較した。過去２回データ（『第 10回出生動向基本調査』、
『第 11回出生動向基本調査』）の非正規雇用女性は２回とも正規雇用女性より結婚年齢は
高く、全３回データの非正規雇用女性の結婚年齢に大きな違いはみられない。一方、『第



 

12回出生動向基本調査』の正規雇用女性は、過去２回データの非正規雇用女性よりも結婚
年齢が高く、全３回データの中では最も結婚年齢が高い。正規雇用女性と非正規雇用女性

の結婚年齢が調査データによって異なる傾向を示している。 

  酒井（2004）は、家計経済研究所の 2002年時点で 35歳から 44歳の女性の 10年間（1993
年から 2002年まで）、29歳から 34歳の女性の 6年間（1997年から 2002年まで）のパネ
ル調査データを用いて、25歳時に未婚で無職または非正規社員（フリーター）であった者
は同じ時期に未婚で正社員であった者より 30 歳までに結婚する割合が低いことを指摘し
た(1)。 

 中村（2003）は首都圏の大学を卒業した 28歳から 38歳の女性を対象にした調査結果か
ら無職や派遣・アルバイトなどの職業に就いていた者は結婚年齢が高いことを明らかにし

た。 

  先行研究では専門・管理職や事務・販売職女性の結婚年齢が高いという結果や結婚時に
非正規雇用女性は正規雇用女性より結婚年齢が高いという異なる結果が指摘されてきた。

幅広い年齢層を対象にした調査結果から結婚前の職業と結婚年齢との関係は一様ではな

い。先行研究は調査時期が異なり、結婚時や 25歳時などある一時点を限定して職業と結婚
年齢との関係を検討しているために、異なる結果が示されてきたように思われる。このよ

うな課題に対して、本研究ではコーホート別に初職から結婚時までの職業経歴に注目する

ことでより明確な女性の結婚年齢と職業との関係を明らかにしたい。 

 

３．データの特徴 

 

 NFRJ-S01調査データは、全国を対象とし、質問項目にも 15歳までの在住地域や 15歳頃
の両親の職業をたずねていること、1920 年コーホートから 1960 年コーホートまで幅広い
年齢層を対象にしているため、より有意義な結果が期待できる。 

 NFRJ-S01調査データ（２）は、有配偶者（離死別含む）3351名、未婚者は 124名で大半が
有配偶者であり、結婚前の職業経歴と結婚年齢との関係を検討するのに適している。 

 NFRJ-S01調査には、初職から調査時点までの転職や転職後の仕事などに関する質問があ
り、合計８回までの転職、再就業などの職業経歴を明らかにすることができる。調査票で

は、初職から８回までの職業経歴を「正社員」、「農林漁業か否かの自営業」、「臨時職」、

「仕事についていない」をそれぞれ時期や期間についても詳細にたずねているため、未婚

期の職業経歴を把握できる。 

 初職と結婚時の職業をコーホート別に比較すると、1920-1930 年代コーホートでは初職
「正社員」（３）は半数（４）であったが、結婚時「正社員」は３割（５）に減少した。また、

初職「無職」（６）は２割弱であったが結婚時「無職」は５割に増加した。1950-1960年代コ
ーホートの場合、初職「正社員」は８割であったが、結婚時「正社員」は６割に減少し、

初職「無職」2.1％が結婚時「無職」は 24.1％に増加する。 
 従来女性の晩婚化は女性の就業率増加に起因するとされてきた。しかし、NFRJ-S01調査
結果から「正社員」の割合は初職時に最も多く、結婚時に減少し、初職時に少なかった「無

職者」が結婚時に増加していた。結婚時に「無職」は、結婚退職制度などの理由で結婚前

に仕事を退職したとも考えられるため、結婚一年前の職業についても調べたところ（７）、



 

結婚一年前職と結婚時職とでは大きな違いはみられなかった。また、結婚までに仕事を何

度も変わる者は少ないことも明らかにされている（安藤 2003,57頁）ことから、結婚時の
職業も結婚一年前の職業も同一と考えることができる。これらの結果から、従来の言説は

再考する必要がある。 
 

４．職業経歴と結婚年齢 

 

（１）職業経歴 

 初職から結婚時までの職業経歴は、初職「正社員」結婚時「正社員」、初職「正社員」

結婚時「自営業」、初職「正社員」結婚時「臨時職」、初職「正社員」結婚時「無職」、

初職「自営業」結婚時「正社員」、初職「自営業」結婚時「臨時職」、初職「自営業」結

婚時「自営業」、初職「自営業」結婚時「無職」、初職「臨時職」結婚時「正社員」、初

職「臨時職」結婚時「自営業」、初職「臨時職」結婚時「臨時職」、初職「臨時職」結婚

時「無職」、初職「無職」結婚時「無職」などがある。そのうち、初職「自営業」で結婚

時「正社員」、「臨時職」、初職「臨時職」で結婚時「自営業」などの経歴を持つ者は少

数である。そこで、「自営業」は初職と結婚時職から除くこととした。次いで、「臨時職」

と「無職」を一括して「臨時・無職」とし、職業を「正社員」、「臨時・無職」とした。

人数の多い主要な経歴に注目して、職業経歴を初職「正社員」から結婚時「正社員」（以

下「正社員→正社員」）、初職「正社員」から結婚時「臨時・無職」（以下「正社員→臨

時・無職」）、初職「臨時・無職」から結婚時「臨時・無職」（以下「臨時・無職→臨時

・無職」）とした。 
 NFRJ-S01調査対象者の平均初婚年齢（８）をコーホート別職業経歴別にみると、「正社員
→正社員」、「正社員→臨時・無職」、「臨時・無職→臨時・無職」全ての平均初婚年齢

は、1920 年代コーホートから 1960 年代コーホートにかけて上昇傾向にある（表１）。特
に、「正社員→臨時・無職」の平均初婚年齢は、他の職業経歴の者より高い。 

表１ 職業経歴別平均初婚年齢

出生コーホート
年 年 年 年 年1920 1930 1940 1950 1960

職業経歴

歳 歳 歳 歳 歳23.8 24.9 24.3 24.9 25.7
正社員→正社員 (N=78) (N=210) (N=427) (N=436) (N=418)

歳 歳 歳 歳 歳24.1 24.8 25.1 25.6 26.5
正社員→臨時・無職 (N=47) (N=122) (N=170) (N=159) (N=123)

歳 歳 歳 歳 歳22.7 23.0 23.7 24.1 24.5
臨時･無職→臨時･無職 (N=116) (N=197) (N=164) (N=94) (N=57)

 
 職業経歴と結婚年齢との関係をより詳細に把握するため、職業経歴別に各コーホートの

結婚年齢分布を図１－１～図１－３に示した。「正社員→正社員」の場合、20-24歳で結婚
する割合は 1920年代から 1950年代コーホートに高く、25-29歳で結婚する割合は 1960年 



 

 
図1-1　「正社員→正社員」の結婚年齢分布
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図1-2 「正社員→臨時・無職」の結婚年齢分布
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図1-3 「臨時･無職→臨時・無職」の結婚年齢分布
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代コーホートが高い。「正社員→臨時・無職」の場合は、20-24 歳で結婚する割合は 1920
年代から 1940年代コーホートが高く、25-29歳で結婚する割合は 1950年代から 1960年代
コーホートが高い。「臨時・無職→臨時・無職」の場合、20-24 歳で結婚する割合は 1920
年代から 1950年コーホートが高く、25-29歳での結婚は 1950年代と 1960年代コーホート
の割合が高い。すなわち、「正社員→正社員」の場合、1920 年代から 1950 年代コーホー
トと 1960年代コーホートとでは結婚年齢の分布が異なる。「正社員→臨時・無職」の場合、



 

1920 年代から 1940 年代コーホートと 1950 年代から 1960 年代コーホートとでは結婚年齢
の分布が異なる。「臨時・無職→臨時・無職」の場合も 1920年代から 1940年代コーホー
トと 1950年代と 1960年代コーホートとでは結婚年齢の分布が異なる。 
 
（２）学歴別職業経歴と結婚年齢との関係 
職業経歴によって 1920年代から 1940年代コーホートと 1950年代から 1960年代コーホ

ートの結婚年齢分布が異なる要因には、女子の高等教育進学の上昇が考えられる(９)。職業

経歴と結婚年齢との関係をより詳細に把握するため、最終学歴を中学・高校卒と短大・大

学卒に分けて、職業経歴別に各コーホートの結婚年齢分布を図２－１～図２－６に示した。 

 
図2-1 中・高卒　正社員→正社員  結婚年齢分布
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図2-2 中・高卒　正社員→臨時・無職　結婚年齢分布
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 図２－１～図２－３から、中・高卒「正社員→正社員」と中・高卒「臨時・無職→臨時

・無職」はコーホートに関係なく 20-24 歳で結婚する割合が高い。中・高卒「正社員→臨
時・無職」の場合、20-24歳で結婚する割合は 1920年代から 1940年代コーホートが高く、
25-29歳で結婚する割合は 1950年代から 1960年代コーホートが高い。 
 



 

 
図2-3  中・高卒　無職→臨時・無職  結婚年齢分布
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図2-4  短大・大卒　正社員→正社員　結婚年齢分布
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図2-5  短大・大卒　　正社員→臨時・無職　　結婚年齢分布
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図２－４～図２－６から、短大・大卒「正社員→正社員」と短大・大卒「臨時・無職→臨

時・無職」の場合、25-29歳で結婚する割合が高いのは 1930年代コーホートと 1950年代か
ら 1960年代コーホートである。短大・大卒「正社員→臨時・無職」の場合、25-29歳で結
婚する割合が高いのは 1930年代から 1960年代コーホートである。 



 

 
図2-6  短大・大卒　無職→臨時・無職　結婚年齢分布
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 以上の結果から、25-29歳で結婚する割合が高いのは、中・高卒「正社員→臨時・無職」
の 1950-1960 年代コーホートと、短大・大卒「正社員→正社員」と短大・大卒「正社員→
臨時・無職」の 1930年代コーホートと 1950-1960年代コーホート、短大・大卒「臨時・無
職→臨時・無職」1950-1960年代コーホートである。 
 
５．考察 

 

  これまで女性の結婚年齢の高い職業は、専門・管理・事務職あるいは臨時・無職といっ
た異なる説明がなされてきた。先行研究の知見に対して、本研究では職業経歴に注目して

1920-1940年代コーホートと 1950-1960年代コーホートとでは結婚年齢分布の傾向が異なる
ことを明らかにした。中・高卒と短大・大卒に分けた職業経歴別結婚年齢分布から、中・

高卒の場合は「正社員→正社員」は 20-24 歳で結婚する割合が全てのコーホートで高いの
に対して、短大・大学卒の「正社員→正社員」では 25-29 歳で結婚する割合は 1930-1960
年代コーホートで高い。「正社員→臨時・無職」の場合、25-29歳で結婚する割合が高いの
は、中・高卒では 1950-1960 年代コーホートであり、短大・大卒では 1930-1960 年代コー
ホートである。「臨時・無職→臨時・無職」の場合、中・高卒では全てのコーホートは 20-24
歳で結婚する割合が高く、短大・大卒では 25-29 歳で結婚する割合が高いのは 1950-1960
年代コーホートである。すなわち、25-29歳で結婚する割合が高い短大・大卒は、初職から
結婚時まで一貫して正社員と初職時正社員で結婚時臨時・無職の 1930-1960 年代コーホー
ト、初職から一貫して臨時・無職者の 1950-1960年代コーホートである。25-29歳で結婚す
る割合が高い中・高卒者は、初職から結婚時まで一貫して正社員と初職時正社員で結婚時

臨時・無職の 1950-1960年代コーホートである。 
1950-1960年代コーホートの中・高卒「正社員→臨時・無職」と 1950-1960年代コーホー

トの短大・大卒「正社員→正社員」、短大・大卒「正社員→臨時・無職」が 25-29 歳で結
婚する割合が高い要因を考察すると、1950-1960年代コーホートには職業キャリアに対する
考え方が影響していると考えられる。短大・大卒「正社員→正社員」の場合は、結婚・出

産後に就業継続を望む者の結婚年齢が高いという先行研究（阿部 1999）の指摘から、結



 

婚後も正社員を継続するために結婚を遅らせた（今田 1996）と考えられる。これは、女
性が結婚後に「自営・臨時職」などには就きやすくても仕事や職場環境によっては「正社

員」として就業を継続することが難しい（西川 2001）ことが影響を及ぼしていると考え
られる。このような状況に対して、女性が結婚後に「正社員」として就業継続できる環境

の整備が求められる。一方、「正社員→臨時・無職」の場合は、中・高卒者も短大・大卒

者もともに初職時に女性的職業とされる事務職に就く者が多いことが影響を与えていると

考えられる。女性的職業とされる事務職は周辺的な仕事で、賃金が低く、雇用が不安定で、

将来の見通しも少ない（平田 1998）。その結果、よりよい仕事を求めて転職・退職を繰
り返し、臨時・無職となり、結婚が遅くなったと考えられる。このような結果に対して雇

用が安定し、将来の昇進の見通しなどのある職場環境の整備が求められる。 

  本研究は、従来あまり重視されなかった未婚時の職業経歴に注目し、未婚時の職業経歴
と結婚年齢との関係を検討した。本研究は、コーホート別に未婚期の職業経歴に注目する

ことでより女性の結婚行動を詳細に明らかにすることができた。女性の結婚年齢と職業と

の関係について、本研究は未婚時の職業経歴に注目することの有効性を示すことが出来た。 

 NFRJ-S01全国調査の職業経歴に関する調査項目は長期間の転職をたずねているものの、
初職を除いて職業は３項目のみであり、職種や従業員規模、収入などに関する項目が欠け

ているため、職業経歴を充分には検討できないという問題があった。今後の課題は各コー

ホートをある年齢時点ごとに比較したさらに詳細な分析や職種や収入などを加えた分析を

行うことである。 

 

注 

(1) 40 歳時点でもフリーター経験者の方が正社員経験者よりも未婚率が高いことが指摘
されている。 

(2) 安藤（2003）を参照。 
(3) 「大企業・団体の正社員・正職員、役員」（従業員数 500人以上、公務員含）、「中
小企業・団体の正社員・正職員、役員」（従業員数 500人未満）の合計。 

(4) コーホート別では 1920年代コーホートでは、正社員（46.6％）、就業経験なし（28.5
％）、臨時雇い（14.6％）、自営業（10.4％）。1930年代コーホートでは、正社員（53.8
％）、臨時雇い（18.1％）、就業経験なし（15.2％）、自営業（12.9％）。1940年代コー
ホートでは、正社員（70.7％）、臨時雇い（14.0％）、自営業（9.1％）、就業経験なし
（6.1％）。1950年代コーホート正社員（81.4％）、臨時雇い（11.8％）、自営業（4.2％）、
就業経験なし（2.6％）。1960 年代コーホート正社員（84.7％）、臨時雇い（11.0％）、
自営業（2.8％）、就業経験なし（1.5％）。 

(5) コーホート別では 1920年代コーホートでは、無職（59.1％）、正社員（28.7％）。1930
年代コーホートでは、無職（50.3％）、正社員（34.8％）。1940 年代コーホートでは、
正社員（50.9％）、無職（36.3％）。1950年代コーホート正社員（60.8％）、無職（29.0
％）。1960年代コーホート正社員（67.7％）、無職（18.3％）。 

(6) 仕事についていないを無職とした。 
(7) コーホート別では 1920年代コーホートでは、無職（60.6％）、正社員（30.5％）。1930
年代コーホートでは、無職（44.8％）、正社員（40.3％）。1940 年代コーホートでは、



 

正社員（58.6％）、無職（30.0％）。1950年代コーホート正社員（70.5％）、無職（19.7
％）。1960年代コーホート正社員（76.5％）、無職（10.7％）、臨時職（10.1％）である。 

(8) NFRJ-S01 調査データの結婚年齢は、14 歳から 57 歳と幅が広いため、本研究では結婚
年齢は 14 歳以上 39 歳以下に設定した。 

(9) 短大・大学を卒業した割合は、1920年代コーホート 5.5％、1930年代コーホート 10.4
％、1940年代コーホート 16.8％、1950年代コーホート 33.0％、1960年代コーホート 45.1
％である。 
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